野田村告示第14号
居住環境整備促進補助金交付要綱を次のように定め、令和５年４月１日から施行する。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  野田村長　小　田　祐　士
居住環境整備促進補助金交付要綱
（趣旨）

第１　この要綱は、居住環境の充実と定住促進による地域活性化を図るため、村内に民間賃貸住宅の建設等を行う者に対して、予算の範囲内で、居住環境整備促進補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、野田村補助金交付規則（昭和43年野田村規則第５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）

第２　この要綱において民間賃貸住宅（以下「賃貸住宅」という。）とは、次の各号のいずれにも該当するものをいう。
⑴　建築基準法（昭和25年法律第201号）その他関係する法令に適合しているもの。
⑵　賃貸借契約を締結して賃貸する新築の居住用建物であること。
⑶　各戸に専用の玄関、便所、台所、浴室及び居室を有する住宅であること。
　⑷　各戸ごとに専用駐車スペースが１台分以上確保されていること。
　⑸　規則第４条の規定による申請を行う年度内に着工し、かつ、当該年度内に完了するものであること。
⑹　次に掲げる建築物でないもの。
ア　組立式仮設住宅及びそれに類するもの
イ　公共事業等により補償を受けて新築するもの
ウ　村営住宅、県営住宅その他公的賃貸住宅に類するもの
エ　専ら自己又は自己の親族等に限定して入居させるもの

オ　村長がこの制度の趣旨に合致しないと認めるもの

（補助対象者）

第３　補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、第２に規定する賃貸住宅を村内に建設する法人又は個人とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合を除く。
⑴　暴力団排除条例（平成27年野田村条例第13号）第２条第２号、第３号及び第４号の規定に該当する者
⑵　納期の到来した村税その他村に対する債務を滞納している者
⑶　過去にこの補助金の交付を受けたことがある者
（補助金の額）

第４　補助金の額は、それぞれ次の各号に定めるところによる。

⑴　賃貸住宅が戸建ての場合は、次に掲げる額とする。
　ア　床面積が50㎡以上である場合　１棟当たり200万円
　イ　床面積が50㎡未満である場合　１棟当たり150万円
⑵　賃貸住宅が共同住宅（長屋住宅を含む）の場合は、１棟当たり300万円とする。
２　申請１回あたりの補助金の上限は、500万円とする。

（補助金の交付の条件）

第５　規則第６条第１項各号に定めるもののほか、次に掲げる事項は、補助金の交付の決定に付する条件とする。
⑴　補助事業に係る経理及び関係書類は、他の事業と明確に区分して管理を行わなければならず、補助対象者は、補助金の交付を受けた日から10年間、当該書類を保存すること。
⑵　村長は、予算の執行の適正を期するため、補助対象者に対して必要な報告を求め、又は村職員に帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができること。
⑶　補助対象者は、当該補助金の交付を受けた賃貸住宅について、補助金の交付を受けた日から10年間、第三者への貸与及び譲渡、用途変更並びに取り壊しを行わないこと。ただし、災害その他の理由により、賃貸住宅として継続することが困難であると村長が認めたときは、この限りではない。
（申請の取下期日）

第６　規則第８条第１項に規定する申請の取下期日は、補助金の交付の決定の通知を受領した日から起算して15日以内とする。ただし、村長が特に必要と認めるときは、この期日を繰り上げることができる。
（提出書類及び提出期日）

第７　規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表のとおりとする。

（要綱の失効）

第８　この要綱は、令和８年３月31日限り、その効力を失う。

（補則）

第９　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。
別表（第７関係）
	
	
	
	
	

	条項
	提出書類及び添付書類
	様式
	提出部数
	提出期日

	規則第４条の規定による書類
	居住環境整備促進補助金交付申請書
居住環境整備促進補助金事業計画書

１　建物の位置図、配置図、平面図及び立面図

２　建物の設備仕様書

３　延床面積求積図

４　建物の工事見積書

５　その他村長が認める書類
	第１号

第２号

	１部

１部

	別に定める

	規則第６条第１項第１号から第３号までの規定による書類
	居住環境整備促進補助金変更（中止、廃止）承認申請書

居住環境整備促進補助金事業計画書

１　建物の位置図、配置図、平面図及び立面図

２　建物の設備仕様書

３　延床面積求積図

４　建物の工事見積書

５　その他村長が認める書類
	第３号
第２号
	１部
１部
	変更の事由が生じた日から14日以内又は中止若しくは廃止しようとする日の10日前

	規則第13条第１項の規定による書類
	居住環境整備促進補助金請求書
居住環境整備促進補助金実績報告書
１　建物完成図

２　建築基準法の規定による検査済証の写し

３　工事写真（着工前及び完成後）

４　登記事項証明書又は登記簿謄本
５　工事請負契約書の写し
６　工事請負契約に係る領収書の写し
７　その他村長が必要と認める書類
	第４号

第５号

	１部

１部

	事業が完了した日から14日以内


